
労 働 争 議 の 調 整

第 ３ 章



１ 概 況

令和５年中に取り扱った調整事件は３件であり、前年からの繰越しが１件、新規申請が２件であっ

た（※１）。

新規申請事件２件の内訳は、申請者別では組合申請１件、使用者申請１件であった。

業種別では、製造業が１件（金属製造業１）、医療・福祉事業１件(社会福祉事業１)であった。

調整事項別では、賃金等が１件、経営・人事が１件であった。

係属した３件のすべてが終結した。終結した３件の内訳は、解決１件、打切り１件、取下げ１件、

所要日数(調整員の指名から終結までの日数)は最短が65日、最長が93日で、平均所要日数は75日

であった。

調 整 事 件 の 推 移

(単位：件)

※１ 調整種別は、全て「あっせん」である。

※２ 申請者別、業種別、調整事項別の件数は、新規申請分の件数である。

※３ 「業種」のうち「サービス業」は第６章資料８の産業区分記号Ｌ・Ｍ・Ｎ・Ｑ・Ｒに対応し、ま

た「その他」は同Ｏ・Ｐ・Ｓ・Ｔに対応する。

区

分
項 目 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

係

属

前 年 か ら の 繰 越 0 0 0 0 1

新 規 申 請 4 11 5 6 2

計 4 11 5 6 3

申

請

者

労 働 組 合

( う ち 争 議 団 )

4

(0)

11

(1)

4

(0)

6

(0)

1

(0)

使 用 者 0 0 1 0 1

労 使 連 名 申 請 0 0 0 0 0

計（※２） 4 11 5 6 2

業

種
（
※
３
）

建 設 業 0 0 0 0 0

製 造 業 3 3 1 3 1

運 輸 業 0 1 1 2 0

卸 売 ・ 小 売 業 0 2 0 0 0

サ ー ビ ス 業 0 2 1 1 0

そ の 他 1 3 2 0 1

計（※２） 4 11 5 6 2

調

整

事

項

賃 金 等 1 3 0 2 1

給与以外の労働条件 1 0 0 0 0

団 交 促 進 2 4 2 4 0

経 営 ・ 人 事 0 3 3 0 1

そ の 他 0 1 0 0 0

計（※２） 4 11 5 6 2

終

結

状

況

解 決 1 5 2 1 1

打 切 3 5 2 3 1

取 下 0 1 1 1 1

不 開 始 0 0 0 0 0

移 管 0 0 0 0 0

翌 年 へ の 繰 越 0 0 0 1 0

計 4 11 5 6 3

終結事件の平均所要日数 27 68 52 73 75
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２ 労働争議調整事件一覧表

(注) １ 申請欄の「労」は労働組合の申請、「使」は使用者の申請、「双」は双方の申請、「職」は職権によるもの。

２ 指名年月日とは、調整員を指名した日をいう。

３ 処理日数は申請から終結までの日数。(所要日数)は調整員の指名から終結までの日数。

通

番

事件

番号
調整区分 申請

人 数
業 種 調整事項 事件概要

調整

結果

申請年月日

(指名年月日)

終結年月日

調整

回数

処理日数

(所要日数)
組合員 従業員

１

４

(調)

６

あっせん 労 2 250
製造業(食料

品製造業)

時給の均等

待遇等

組合員に対する時給の均等待遇等

を求めた事件。被申請者は、不応

諾の意向を示した。

打切り

(不応諾)

4.12.2

(4.12.8)

5.2.13

0
74

(68)

２

５

(調)

１

あっせん 使 41 24
社会福祉事

業

処遇改善費

の不支給

組合員の勤務状況により決定した

一時金の不支給について確認を求

めた事件。労働審判において、一時

金の支払いについて和解が成立し、

申請が取り下げられた。

取下げ

5.2.28

(5.3.7)

5.5.10

0
72

(65)

３

５

(調)

２

あっせん 労 18 72
金属製品製

造業

継続雇用期

間の確認

組合員の雇用が中断されていた期

間における継続雇用の確認を求め

た事件。団交ルールを中心に調整を

図った。

解決

5.3.22

(5.3.28)

5.6.28

2
99

(93)
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３ 終結事件の調整概要

事 件 番 号 令和４年(調)６号 調 整 区 分 あっせん

申 請 者 Ｘユニオン 被 申 請 者 株式会社Ｙ

申請年月日 令和４年12月２日 指名年月日 令和４年12月８日

終結年月日 令和５年２月13日 終 結 事 由 不応諾打切り

調 整 事 項 時給の均等待遇等

○ 事件の概要

Ｙは、パートタイマーでＸの執行委員長であるＡに対して、時給を上げる代わりに有期雇用と

する契約変更を提示した。Ａはこれに応じなかったが、契約変更に応じた他のパートタイマーに

ついては時給が引き上げられた。また、Ｙでは、毎年２回賞与が支給されるが、Ａには賞与が支

給されていない期間があった。その後、数年ぶりにＡへ賞与が支給されたが、Ａは、賞与額が以

前の半分程であると主張した。

ＡはＹの現場責任者から従前どおり残業を行うことを止めるよう指示された。また、Ａは、他

の社員から帰宅命令等も受けており、これらについて差別的な取扱いであると主張し、Ｙの工場

長に対して従前どおりに残業できるよう申し入れたが、拒絶された。

以上の経緯から、Ｘは、Ａに対する時給の均等待遇等を求めてあっせんを申請した。

○ 申請者（労働組合）側の主張

・他のパートタイマーの時給及び賞与を開示し、Ａに対する均等待遇を求める。

・生産の繁忙期及びライン稼働中において、Ａが従前どおり残業を行うことを求める。

・本来の指示命令権者以外の者によるＡへの指示等の是正を求める。

○ 被申請者（使用者）側の主張

・各パートタイマーの時給を開示することはできないが、平均時給や時給額の分布については開

示可能である。

・Ａの時給は、パートタイマーの中でも高い方である。

・Ａが従前の残業と主張しているものは恒常的なものではなく、定時で帰宅してよいと伝えただ

けである。

・所属長不在時は一般の社員が指示を出すこともある。指揮命令系統上社員はパートの上にいる

ため、これは組織として当然のことである。

○ 結果

・本件と同一当事者間で行われている中央労働委員会での不当労働行為事件の再審査手続が進行

中であり、Ｙは、弁護士と相談の上、あっせん不応諾の意思を示した。

・あっせん員協議を行った結果、Ｙの不応諾による本件の打切りを決定した。
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事 件 番 号 令和５年(調)１号 調 整 区 分 あっせん

申 請 者 社会福祉法人Ｘ 被 申 請 者 Ｙユニオン

申請年月日 令和５年２月28日 指名年月日 令和５年３月７日

終結年月日 令和５年５月10日 終 結 事 由 取下げ

調 整 事 項 処遇改善費の不支給

○ 事件の概要

Ｘが運営する施設に勤務していたＹ組合員であるＡとＢはそれぞれ異なる日に自主退職した。

Ａは、正社員であった。Ａが施設の実情に合わない施策を行ったことで利用者からのクレーム

が増加した。また、Ａは他の職員に対しても高圧的な態度をとっており、複数名の職員が退職す

る事態にもなった。

Ｂは、非常勤事務職員であった。別の就職先を求めて退職する前に、業務上のミスを発生させ

たが、Ｂは対応をせずに退職した。

両名の退職後、Ｘの理事会において、処遇改善費という臨時一時金を退職者を含め支給するこ

ととなったが、こうした経緯を踏まえ、Ａは不支給、Ｂは弁明の機会を付与するため支給を保留

とする旨決定された。

その後、ＸとＹの間で計４回の団交が実施された。Ｘは、臨時一時金の不支給は両組合員の問

題行動が原因であり、支給対象者の選定はＸの裁量によることを説明したが、Ｙは一貫して、賃

金である以上支払うのが当然である旨の主張を続け、話合いは平行線となり、合意には至らなか

った。

以上の経緯から、Ｘは労働委員会へあっせんを申請した。

○ 申請者（使用者）側の主張

・臨時一時金の不支給は、ＡのパワハラやＢの業務上のミス後の対応等の問題行動が理由で、令

和４年の理事会において決定したものであり、適切な対応である。

・あっせん制度の趣旨を踏まえ、歩み寄りの余地はある。

○ 被申請者（労働組合）側の主張

・臨時一時金は給与であり、支払うのが当然である。Ａ及びＢに対する処分として不支給を決定

したとのことだが、退職した職員に対して処分することはできない。

・Ａ及びＢは、既に静岡地方裁判所に労働審判手続を申し立てており、あっせんに応じることは

できない。

○ 結果

労働審判手続において、Ｘ並びにＡ及びＢとの間で和解が成立したことから、Ｘは本件あっせ

んを取り下げた。
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事 件 番 号 令和５年(調)２号 調 整 区 分 あっせん

申 請 者 Ｘユニオン 被 申 請 者 Ｙ株式会社

申請年月日 令和５年３月22日 指名年月日 令和５年３月28日

終結年月日 令和５年６月28日 終 結 事 由 解決

調 整 事 項 継続雇用期間の確認

○ 事件の概要
Ｙでパート職員として働くＡは、雇用契約更新に当たり、勤務場所を「会社が指定した勤務地」

に変更するとの説明を受け、Ｘに相談・加入した。
Ｙの社長は、Ａを新設する工場に総務担当者として勤務させる方針であった。Ａは、業務量の

増加や責任の重さに鑑み、正社員としての雇用を社長に求めたが、社長はこれに応じなかった。
Ｘは勤務地変更及び雇止めに係る団交を申し入れ、２回にわたって団交を実施したが、解決には
至らず、Ａは雇止めとなった。
Ａは、裁判所に地位保全の仮処分を求める申立てを行い、和解が成立し、雇止めから２か月後、

Ａは復職した。
しかし、雇止めから再度の雇用契約締結までの期間の扱いについて、ＡとＹの解釈の違いが明

らかになり、Ｘは、当該期間の雇用継続の確認と厚生年金への再加入手続を求めて、団交を申し
入れた。しかし、Ｙから、「本件は和解にて終了しており、団交には応じられない」旨の回答を
受けたため、Ｘはあっせんの申請を行った。

○ 申請者（労働組合）側の主張
・契約の更新による継続雇用であるので、厚生年金保険への再加入手続を依頼する。
・調整事項そのものに係る解決でなくとも、本件に係る団交を実施するという結論でもよい。

○ 被申請者（使用者）側の主張
・契約期間満了から和解による復職までの間は雇用していなかったことは事実であるため、当該

期間については雇用関係は存在しない。
・既に取り交わした和解において、本件紛争は決着しているため、団交に応じる必要は無い。

○ 結果

＜第１回あっせんの経過＞

あっせん員から、Ｙに対し団交応諾義務等を説明し、弁護士と十分協議した上で、再度あっせ

んに臨むよう働きかけた。当事者双方がこれに同意し、本件は打掛けとした。

＜第２回あっせんの経過＞

Ｙから、「Ｘが話をしたいということであれば、団交に応じる意向である。」旨回答があり、こ

れを受け、出席人数や開催場所等の団交ルールを定めることで双方合意し、解決した。
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４ 労働争議実情調査

労働争議の実情調査は、労働争議が発生した際に必要に応じ実施している。特に、

争議行為予告通知が義務付けられている公益事業については、県民生活へ大きな影

響を及ぼすことが予測されるため、争議予告通知を受けたときに速やかに調査する

こととしている。

当労委では、当労委に直接争議予告の通知があったもののほか、中央労働委員会

に通知された争議予告のうち、県内事業所において解決が図られる見込みのある争

議について、調査を実施している。

令和５年中に実施した調査件数は 43 件である。

業種別にみると、医療業が 13 件と最も多く、次いで道路貨物運送業 12 件、鉄道

業･道路旅客運送業 10 件、港湾業４件、廃棄物処理業２件、郵便・電気通信業２件

であった。

また、交渉事項別では、賃上げが 26 件と最も多く、次いで年末一時金 12 件、夏

季一時金３件、労働条件の改善２件となっている。

労 働 争 議 実 情 調 査 の 推 移
(単位：件)

区

分
項 目 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

件

数

前 年 か ら の 繰 越 11 15 23 5 3

新 規 39 36 49 33 40

計 50 51 72 38 43

業

種

鉄道業・道路旅客運送業 8 9 10 8 10

道 路 貨 物 運 送 業 12 9 12 9 12

医 療 業 20 24 33 11 13

廃 棄 物 処 理 業 4 3 4 2 2

郵 便 ・ 電 気 通 信 業 2 2 3 2 2

電 力 業 1 2 1 0 0

港 湾 業 3 2 9 6 4

計 50 51 72 38 43

交

渉

事

項

賃 上 げ 36 42 52 27 26

年 間 臨 給 0 0 0 0 0

夏 季 一 時 金 4 2 2 1 3

年 末 一 時 金 9 6 11 6 12

労 働 条 件 の 改 善 1 1 0 0 2

そ の 他 0 0 7 4 0

計 50 51 72 38 43
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